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山形県知事  殿


             　　　　　　　 　住　所
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の職氏名）　
印　

被害状況届出書登記完了届出書


　このたび、災害の発生により被害がありましたので、下記のとおり届け出ます。


１　災害の名称
２　災害発生の年月日
３　人的被害に関する報告（別紙１）
４　物的被害に関する報告（別紙２）



〈記載上の注意〉
①被害が発生した場合は、速やかに電話等で連絡し、５日以内に文書で報告すること。
②報告すべき被害は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象、大規模な火事及び爆発、放射性物質の大量の放出並びに多数の者の遭難を伴う船舶の沈没その他の大規模な事故により生じたものとすること。
③後日災害復旧事業の対象となる場合があるので被害写真はできるだけ多数、鮮明に撮っておくこと。　









別紙１
人的被害に関する報告
学校法人等名
	区　分



学校名
	児童・生徒
	教職員

	
	死亡
	行方不明
	負傷
	計
	死亡
	行方不明
	負傷
	計
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	人
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（　　　年　　　月　　　日現在）



別紙２
物的被害に関する報告
学校法人等名
	学校名
	所在地
	児童・生徒数
	被害状況

	
	
	
	建物
	土地
	工作物
	設備
	合計金額

	
	
	
	全壊
	半壊
	大破以下
	計
	被害区分
	面積
	金額
	被害件数
	金額
	被害件数
	金額
	

	
	
	
	面積
	金額
	面積
	金額
	面積
	金額
	面積
	金額
	
	
	
	
	
	
	
	

	








	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（　　　年　　　月　　　日現在）
〈記載上の注意〉
①建物の被害区分は、次のとおりとすること。
(1) 全壊
建物の全壊、流失、焼失、埋没等のため新築復旧を要する状態
(2) 半壊
全壊に至らないが、建物が傾斜し、柱、梁等が折損したもので、傾斜直し、補強等では復旧できず、解体して建直しをする必要がある状態
(3) 大破以下
(1)及び(2)以外の被害により補修を要する状態


②土地の被害区分は、例えば、土砂流入、石垣崩壊等とすること。


